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?Abstract?
This paper is a study on core personnel development of Japanese Companies in Vietnam. Core personnel 
represents the particular person that is selected as a main stream management personnel at the early 
stage of his/her business carrier and promoted relatively faster than others. He/She is expected to play a 
role in a company in the future.
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1.　はじめに：研究の目的
　経済成長が続いているベトナムは ASEAN で
インドネシアとフィリピンに次ぐ 9000 万人以上
の人口を持っている。1 人当たり GDP も 2000 ド
ルに達し，中間層も順調に拡大している 1）。日本
企業の投資は輸出向けだけでなく，内需向けも増
加している。ベトナムは日本企業が投資するうえ
で中期的（3 年程度）に有望な国の 5 位となって
いる 2）。長らく日本企業の投資先で有望な国の 1
位であった中国は反日運動に加え，経済成長が鈍
化し，人件費を始めとするコストが増大している
ことから日本企業の投資意欲が減退している。日
本企業の中国から ASEAN へ移転した拠点 70 件
のうちベトナムへは半数以上の 38 件が移転し，
最多である。ベトナムがチャイナプラスワンの有
力な候補の一つとなっている 3）。
　ベトナムへ日本企業は続々と進出しているが，
海外における日系企業の経営に関しては以下のよ
うな課題が指摘されている。生産現場では有効な
内部育成・内部昇進，そして結果的に生じる遅い
昇進が，海外で敬遠され，せっかく育成してもす
ぐにやめてしまう。また，幹部候補の早期選抜・
育成も，日本企業の伝統的な人的資源管理になじ
まず，海外子会社人材の活用において日本企業が
欧米企業に後れを取る要因とされている 4）。また，
日本企業における人事面の現地化の遅れ，すなわ
ち日系企業では経営者層になれない（なりにく
い）ということが現地人スタッフの昇進に対する
不満となり，有能な人材の採用や定着に関する問
題を引き起こしていると言われている 5）。これら
の問題を解決するには，日本企業で行われている
HRM システムを職能資格制度から職務等級制度
へ改革する必要があるとされている 6）。
　鈴木の 1997 〜 2001 年に行ったアジア 10 か国
の日系企業の経営システムに関する調査では，日
系企業自身は業績・成果を重視した処遇管理を実
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施しているつもりでも，実際は年功序列型昇進・
昇給制度が行われているという結果が明らかと
なった 7）。
　海外の日系企業が「将来中核を担うと目される
コア人材をどのように選抜・育成・登用している
か」を調査（以下，「コア人材育成に関する調査」
と呼ぶ）することにより，前述の日系企業の課題
である（1）内部昇進・内部育成となっているか，
（2）早期選抜・育成になっているか，（3）経営者
層へ登用しているかについて，さらに（4）課題
を解決するのに必要とされる職務等級制度が導入
されているかについて明らかにしようとした。
　日系企業のコア人材育成に関する調査を，現在
までに鈴木はアジアの 13 か国・地域で計 17 回
行った 8）（シンガポール，マレーシア，タイ，中
国，インド，香港，台湾，韓国，フィリピン，イ
ンドネシア，ベトナム，ミャンマー，カンボジ
ア）。この調査により現地国でどのような人的資
源管理を行うかは，日系企業が経営的に成功する
か否かにとって重要な要因であることが明らかと
なった。
　本調査はベトナムの日系企業の人材育成の現状
を明らかにすることにあるが，次の 3 点に注力し
た。先ず第 1 点は，日本でまだあまり調査が行わ
れていない地域で調査したことである。日本では
北部と南部の中心都市であるハノイとホーチミン
に注目が集まり，他の地域の調査はあまり行われ
ていない。前回調査で筆者もハノイとホーチミン
の企業を調査した。今回は日本での調査が少ない
ハノイとホーチミン以外の地域に進出している日
系企業に対してアンケート調査を行った。第 2 は，
8 年前との比較である。前回調査で，ベトナムは
コア人材制度の受け入れ度が 2 点（どちらかとい
うと受け入れる）を下回った 5 か国の 1 つであ
る 9）。ダイナミックな経済成長を続けるベトナム
で日系企業の人材育成はどのように変化している
のであろうか。2007 年調査から 8 年経過した
2015 年に前回と同様の調査を行った。第 3 は，
ベトナムの現地企業 10）およびベトナムへの進出
が多い韓国系企業 11）との比較である。ベトナム
現地企業（以下，ベトナム企業と記す）と在ベト
ナム韓国系企業（韓国系企業と略す）の人材育成
はどのように行われているのか実態を明らかにす
る。前回調査と比較対照することで，日系企業の
能力・業績を重視し早期選抜・登用する人事制度
を実施するという方向に向かっているか，また，
ベトナム企業および韓国系企業と比較することで，
日系企業の能力・業績重視，早期選抜・登用はど
の程度のものかを明らかにしたい。
2.　アンケート調査結果の概要
　今回のベトナムにおける日系企業に対する調査
は，前回の調査と同様にアンケート用紙を送付す
る形で行った。2015 年 9 月，今回は前述のよう
に基本的に前回の調査とは異なる地域の企業を中
心に計 200 社へアンケート用紙を送付し，20 社
から回答を得た（以下，調査年を明確にするため，
15 年調査と略す）。内訳は，北部 8 社（ハイズオ
ン省 1 社，フンイエン省 1 社，ビンフック省 1 社，
バクニン省 2 社，ハイフォン市 2 社，ハノイ市 1
社），中部 2 社（ダナン市 1 社，タインホア省 1
社），南部 10 社（ドンナイ省 5 社，ロンアン省 2
社，ビンズオン省 2 社，ホーチミン市 1 社）であ
る。なお，2007 年の調査（以下，同様に 07 年調
査と略す）では日系企業 15 社から回答があった。
在ベトナム日系企業の状況の理解の助けとするた
めに，以前調査したアジア 13 か国の日系企業の
平均（以下 13 か国平均と略す）も併記する。ベ
トナム企業は 14 社から回答を得た（2017 年 1 〜
2 月に調査を行い，全てホーチミン市に所在する
企業である）。韓国系企業は 3 社から回答を得た
（2016 年 9 月北部 2 社，2017 年 6 月南部 1 社）。
2.1.　進出企業の現状について
　まず，アンケートに回答してくれた企業の現状
を述べる。
　1.　進出企業の本社の業種
　日系企業は 2 回の調査とも製造業が過半数を占
めており，07 年調査 75.0％，15 年調査 75.0％で
ある。製造業中で最も多かった機械関連製造業
（45.0％）は変わらず，素材関連製造業が 10.0％
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から 15.0％へやや増大している。15 年調査はア
ジア 13 か国平均（機械関連製造業 42.6％。消費
関連製造業 21.4％）と比べると，機械関連製造業
の比率はやや高く，消費関連製造業はやや低い。
卸・小売業（15 年調査 15.0％）も平均（6.9％）
より高い。ベトナム企業は卸売・小売業，情報・
メディア業，運輸・通信業が同率 21.4％で最も多
い。韓国系企業は製造業 2 社，サービス業 1 社で
ある（表 1）。
　2-1.　本社の企業規模（従業員数）
　進出企業本社の規模を従業員数で見ると，日系
企業は 2 回の調査とも 300 人以上の企業が半数以
上を占めており，大企業の比率が高い。07 年調
査の 86.7％から 15 年調査の 73.7％へ大企業の比
率が少し下がっている。アジア 13 か国平均は
300 人以上の企業が 77.1％で，15 年調査企業の本
社は規模がやや小さいと言える。これは，今回は
前述のようにハノイとホーチミン以外の地方で多
くの回答があったため，やや中小企業が多かった
からではないかと解釈できる。韓国系企業は 3 社
とも本社の規模は 300 人未満で，内 2 社はすでに
本社機能が存在していない（表 2-1）。ベトナム
企業については表 6-1　現地（子）会社の企業規
模（従業員数）で取り上げる。
　2-2.　海外子会社数
　日系企業は，多国籍企業の目安の 1 つである海
外子会社を 5 社以上有する企業は 14 社で，回答
のあった企業での比率は 70.0％である。15 年調
査では多国籍企業としての要素をクリアする企業
が多い（表 2-2）。
　3.　現地（子）会社設立年
　日系企業は前回調査から 8 年経過したが，設立
年数 10 年以下の新しい企業は，07 年調査の
68.8％から 15 年調査の 75.0％へ比率が上昇した
（特に設立年数 5 年以下の企業が 60.0％）。アジア
13 か国の設立年数 10 年以下の平均は 47.8％であ
る。設立年数 10 年以下の企業が多いことは，近
年ベトナムの地方都市へ日系企業の進出が増加し
ている表れと思われる。ベトナム企業は設立年数
11 年以上の企業が 57.2％を占めている。特に 16
年以上の企業が 42.9％で最も多いが，一方で 5 年
以下の企業も 35.7％で 2 番目に多い。韓国系企業
は 10 年以下の新しい企業が 2 社，11 年以上の企
業が 1 社である（表 3）。現地企業と日系および
韓国系の子会社を同一の表で比較する場合，「現
地（子）会社」と記している。以下同様。
　4.　現地（子）会社の企業形態
　07 年調査では単独出資が圧倒的（80.0％）で，
合弁企業の比率が低かった（20.0％，内訳は多数
合弁のみ，少数合弁 0）が，15 年調査では単独出
表１　本社の業種（％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 消費関連製造業 7.1 20.0 15.0 21.4 33.3
2. 素材関連製造業 0 10.0 15.0 11.5 0
3. 機械関連製造業 7.1 45.0 45.0 42.6 33.3
4. 卸売・小売業 21.4 0 15.0 6.9 0
5. 金融・保険業 7.1 0 0 1.6 0
6. 建設・不動産業 7.1 15.0 0 3.7 0
7. 情報・メディア業 21.4 5.0 0 1.8 0
8. サービス ･ 飲食店業 0 5.0 0 1.0 33.3
9. 運輸・通信業 21.4 0 10.0 3.7 0
10. エネルギー関連業 0 0 0 1.2 0
11. その他 7.1 0 0 3.6 0
表 2-1　本社規模（従業員数，％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
300 人未満 85.7 13.3 26.3 22.9 100
300 人以上 14.3 86.7 73.7 77.1 0
表 2-2　海外子会社数　日系 15年調査
海外子会社数 1 2 〜 4 5 〜 9 10 以上
社数 3 3 4 10
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資が 68.4％とやや減少し，合弁企業の比率が
31.6％（ 内 訳 は 多 数 合 弁 21.1％， 少 数 合 弁
10.5％）へ増加している。アジア 13 か国の単独
出資の平均は 61.3％で，ベトナムの日系企業の進
出形態は，アジア 13 か国の単独出資の平均より
やや多い。ベトナム企業は私営企業が 77.0％で最
も多く（私営株式会社 46.2％，私営個人企業
30.8％），外資との合弁企業は 1 社のみである
（7.7％）。韓国系3社はすべて単独出資である（表
4）。
　5.　 現地への進出目的（1 位を 3 点，2 位を 2 点，
3 位を 1 点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した）
　前回 07 年調査は，1 位安価な労働力（37.3％），
2 位現地市場（21.8％），3 位本社等関連企業との
関係（16.4％）である。15 年調査は，1 位安価な
労働力（35.1％），2 位現地市場（31.5％），3 位第
三国への輸出（13.5％）で，ここまでが 10％以
上である。4 位本社等関連企業との関係（9.0％）
である。安価な労働力はほぼ同じであるが，現地
市場が大きく増大した。これはベトナムで中間層
が増加しており，現地市場を目的に進出したから
ではないかと考えられる。アジア 10 か国の平均
は，1 位現地市場（30.9％），2 位安価な労働力
（27.0％），3 位本社等関連企業との関係（14.8％）
である。15 年調査は現地市場の伸びが目立って
いる。韓国系企業は 1 位が同率で安価な労働力と
本社等関連企業との関係，3 位も同率で現地市場
と第三国への輸出である（表 5）。
　6-1.　現地（子）会社の企業規模（従業員数）
　現地子会社の企業規模を従業員数で見ると，
300 人未満の小規模な企業が 15 年調査は 07 年調
査より大幅に増えた（07 年調査 35.0％，15 年調
査 55.6％）。15 年調査では設立年数 5 年以下の企
業が 60.0％であることが関係していると思われる。
アジア 13 か国の平均は，300 人未満の企業が
64.2％なので，15 年調査は平均より少ない。ベト
ナム企業は 300 人未満の企業が 85.7％で，日系企
業よりも小規模の企業が多い。韓国系企業は 3 社
とも 300 人未満である（表 6-1）。
表 3　現地（子）会社　設立年（％）
表 4　現地（子）会社　企業形態（％）
表 5　進出目的（％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
16 年以上前 42.9 0 20.0
52.2
0
11 〜 15 年前 14.3 31.3 5.0 33.3
6 〜 10 年前 7.1 37.5 15.0 20.7 33.3
5 年以内 35.7 31.3 60.0 27.1 33.3
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
私営株式会社 46.2 多数合弁 20.0 21.1 26.5 0
私営個人企業 30.8 少数合弁 0 10.5 8.2 0
集団所有企業 15.4 単独出資 80.0 68.4 61.3 100
合弁企業 7.7 その他 0 0 3.6 0
日系 07 年 日系 15 年 10 か国平均 韓国系
1. 安価な労働力 37.3 35.1 27.0 27.8
2. 現地市場 21.8 31.5 30.9 16.7
3. 第三国への輸出 6.4 13.5 9.7 16.7
4. 逆輸入 3.6 2.7 4.5 0
5. 本社等関連企業との関係 16.4 9.0 14.8 27.8
6. 法的・税制等の優遇措置 10.9 6.3 6.8 11.1
7. 情報収集 3.6 1.8 6.2 0
8. その他 0 0 1.5 0
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　6-2.　 ホワイトカラー従業員数別企業数（15 年
調査）
　日系子会社をホワイトカラー従業員数別に見る
と，1 〜 9 人の企業が 2 社，10 〜 19 人の企業が
5 社，20 〜 29 人の企業が 1 社，30 〜 39 人の企
業が 2 社，40 〜 49 人の企業が 2，50 〜 99 人の
企業が 3 社，100 以上の企業が 5 社で，1 社平均
は 79.3 人である。ホワイトカラーが 1 ケタしか
いない企業は 2 社（10.0％）で，15 年度に調査し
たインドやインドネシアの日系企業に比べて，ホ
ワイトカラーの人数が多い（表 6-2）。
　6-3.　 役員・管理職における日本人が過半数の
企業の比率
　15 年調査の役員および管理職において日本人
が過半数となっている企業の比率を見ると，役員
では日本人が過半数となっている企業が圧倒的多
数を占めている（82.4％）が，07 年調査の 90.0％
よりは減少している。管理職クラスでは日本人が
過半数となっている企業は少なく（27.8％），こ
ちらは07年調査（31.6％）よりやや減少している。
アジア 10 か国の平均は，役員クラスで 87.7％，
管理職クラスで 31.3％であり，15 年調査企業は
平均より現地化が進んできていると考えられる
（表 6-3）。
　7.　 現地子会社へ移譲されている権限（全くな
いを 0 点，あまりないを 1 点，どちらかと
いうと多いを 2 点，非常に多いを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）
　07 年調査では，8 項目のうち 2 項目でしかどち
らかというと多いの 2 点を超えていなかった。15
年調査で最も委譲度の高いものは，人件費総額の
決定（2.78 点），次に生産販売量の決定（2.71），
固定資産の購入・処分（2.38），現地広報活動
（2.29）で，2 点を上回る項目はこの 4 つである。
一方，あまりないの 1 点前後の項目も現地法人の
役員人事（0.94），新事業の企業化（1.06），貸
付・借入・債務保証（1.24）の 3 つあり，委譲度
の高い項目と低い項目に分かれる。アジア 9 か国
の平均も，委譲度の高い項目は人件費総額，生産
販売量の決定，固定資産の購入・処分の 3 つで，
低い項目は新事業の企業化，現地法人の役員人事，
貸付・借入・再投資であり，15 年調査は 07 年調
査よりアジア 9 か国の平均に近い（表 7）。
2.2.　コア人材の育成について
　ここからは回答企業が，ホワイトカラーの中か
表 6-1　現地（子）会社の企業規模（従業員数，％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
300 人未満 85.7 35.0 55.6 64.2 100
300 人以上 14.3 65.0 44.4 35.7 0
表 6-2　ベトナム日系企業におけるホワイトカラーの人数別企業数（2015 年）
人数 1 〜 9 10 〜 19 20 〜 29 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 99 100 以上 平均
社数 2 5 1 2 2 3 5 79.3
％ 10.0 25.0 5.0 10.0 10.0 15.0 25.0
表 6-3　役員・管理職において日本人が過半数
を占める会社の比率（2014 年，％）
日系 07 年調査 日系 15 年調査 10 か国平均
役員 90.0 82.4 87.7
管理職 31.6 27.8 31.3
表 7　現地子会社としての権限
現地法人のもつ権限 日系 07 年調査 日系 15 年調査 9 か国平均
1. 人件費総額の決定 2.60 2.78 2.64
2. 固定資産の購入 ･ 処分 1.70 2.38 2.11
3. 生産販売量の決定 2.05 2.71 2.31
4. 利益処分・再投資 1.40 1.80 1.59
5. 貸付 ･ 借入 ･ 債務保証 1.00 1.24 1.22
6. 現地法人の役員人事 0.85 0.94 1.16
7. 新事業の企業化 0.89 1.06 1.14
8. 現地広報活動 1.63 2.29 1.99
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らコア人材の育成にどのように取り組んでいるか
を，（1）コア人材の充足度，（2）採用方法（内部
昇進・内部育成に関わる）・選抜要件・決定時期
（早期選抜・登用に関わる），（3）昇進させる職位
（経営者層への昇進ができるかに関わる）と必要
な職種，（4）育成施策の実施率とキャリア形成の
パターン（職務給制度の採用と関わる），（5）定
着施策，（6）コア人材制度の評価と受け入れ度の
順に見る。
　8.　 コア人材の充足度について（かなり不足を
－2 点，やや不足を－1 点，十分であるを 0
点，やや余剰を 1 点，かなり余剰を 2 点と
し，回答企業の平均をとった）
　07 年調査は－1.31 であったが 15 年調査では
－1.22 で，07 年調査よりも不足感は弱まり，ア
ジア 13 か国平均の－1.27 よりも不足感は弱い。
この数字は，ベトナム企業は－1.21 で 15 年調査
の日系企業とほぼ同じである。韓国系企業は
－0.44 で不足感は非常に低い（表 8）。
　9-1.　 採用方法について（選択肢 8，全くない
を 0 点，あまりないを 1 点，どちらかと
いうと多いを 2 点，非常に多いを 3 点と
し，回答企業の平均をとった）
　コア人材の採用方法は，日系企業は 15 年調査
の 1 位は職業紹介機構を通じての採用（1.74）で，
07 年調査の新聞・求人雑誌等による採用から変
化した。第 2 位のインターネットによる採用は
1.40 で 0.4 点増加したが，8 つの選択肢のうち中
位数の 1.5 点を超えるものは 1 つだけである。他
社からヘッドハント（0.42），本社からの派遣・
出向（0.42），関連企業等からの出向・転籍（0.32）
は少なく，アンケート調査から見ると，内部育成
表８　現地コア人材の充足度
表 9-1　現地コア人材の採用方法
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
-1.21 -1.31 -1.22 -1.27 -0.44
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 新規学卒者の定期採用 1.50 0.95 0.89 0.91 0.33
2. 新聞，求人雑誌等による採用 1.33 1.40 1.26 1.40 0.67
3. 職業紹介機構を通じて採用 0.94 1.05 1.74 1.63 1.67
4. 他社からヘッドハント 1.06 0.45 0.42 0.72 0.33
5. 本社からの派遣・出向 0.60 0.55 0.42 0.80 0.67
6. 関連企業等からの出向・転籍 0.88 0.75 0.32 0.54 1.00
7. 社員による紹介 2.13 1.05 1.00 1.08 1.00
8. インターネットによる採用 1.88 1.00 1.40 0.91 2.67
9. その他 0 0 0 0 0
表 9-2　コア人材の選抜要件（％）
選抜要件 現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 語学力 8.3 12.4 15.1 8.0 27.8
2. 学歴（含資格，学位） 0 1.8 0.8 2.7 5.6
3. 社内での実績 3.1 15.0 10.9 9.9 0
4. 社内外の過去の実績 3.1 7.1 4.2 7.1 0
5. 将来性 4.2 2.7 8.4 5.3 0
6. 人柄 17.7 10.6 9.2 8.9 0
7. リーダーシップ 6.3 15.6 18.5 19.3 27.8
8. 実行力 20.8 16.8 15.1 14.1 0
9. 専門性 13.5 13.3 3.4 8.0 38.9
10. 問題解決力 14.6 2.7 14.3 13.6 0
11. 洞察力 8.3 1.8 0 3.3 0
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が主であると考えられる。アジア 13 か国平均を
見ると，1 位は職業紹介機構を通じての採用
（1.63），2 位は新聞・求人雑誌等による採用（1.40）
である。本社からの派遣・出向（0.80）と関連企
業等からの出向・転籍（0.54）はアジア 13 か国
平均でも少ない。ベトナム企業は社員による紹介
（2.13）が最も多い。2 位はインターネットによる
採用（1.88）で，3 位の新規学卒者の定期採用も
中位数（1.50）となっている。韓国系企業は 1 位
インターネットによる採用（2.67），2 位職業紹介
機構を通じての採用（1.67）である（表 9-1）。
　9-2.　 コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3
つを回答。1 位を 3 点，2 位を 2 点，3 位
を 1 点として合計点を計算し，各項目の
合計点に占める割合を算出した）
　選抜要件は 15 年調査では 1 位リーダーシップ
（18.5％），2 位 実行力（15.1％）は 07 年調査と
順位が変わっただけで比率は大差ない。語学力が
同率で 2 位である。問題解決力が大きく増加し
（14.3％，11.6％増）4 位となった。他に 10％以
上のものは社内での実績だけである。選抜要件の
アジア 13 か国の平均は，1 位リーダーシップ，2
位実行力，3 位問題解決力である。ベトナム企業
は 1 位実行力（20.8％），2 位人柄（17.7％），3 位
問題解決力（14.6％），4 位専門性（13.5％）で，
10％以上のものはここまでである。日系企業の
07 年，15 年調査の上位に入っていない要件は人
柄である。韓国系企業は 1 位専門性（38.9％），2
位は同率で語学力とリーダーシップ（27.8％）で
ある。韓国系企業も上位に人柄が入っていない
（表 9-2）。
　10-1.　 コア人材選抜の決定時期（選択肢 5，う
ち 1 つ回答）
　コア人材選抜の決定時期は 1 位が入社後 3 〜 5
年（31.6％）で，2 位は入社後 1 〜 3 年（26.3％），
3 位は入社後 1 年以内（21.1％），4 位は入社後 5
年 以 上（15.8％） で， 最 も 少 な い の は 入 社 時
（5.3％）である。コア人材として選抜するまでに
入社後 3 年以上かけている企業が 47.4％である。
07 年調査では入社後 3 年以上かけている企業が
73.7％だったので，入社後 3 年以内に選抜する企
業が大幅に増えている（26.4％から 52.7％へ）。
入社後 3 年以内に選抜する企業のアジア 10 か国
の平均は 41.0％なので，15 年調査のベトナム日
系は平均よりかなり早い選抜である。ベトナム企
業は 75.1％が入社後 3 年以内にコア人材に選抜し
ているので，15 年調査のベトナム日系よりももっ
と早く選抜している。韓国系企業は 3 社中 2 社が
入社後 1 年以内に決定している。残り 1 社は入社
後 3 〜 5 年である（表 10-1）。
　10-2.　 コア人材選抜の最終決定者（選択肢 5，
うち 1 つ回答）
　コア人材選抜の最終決定者は，2 回の調査とも
子会社の社長・役員が 8 割以上を占めて圧倒的で
表 10-1　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 入社時 12.5 5.3 5.3 8.6 33.3
2. 入社後 1 年以内 18.8 0 21.1 9.5 33.3
3. 入社後 1 〜 3 年 43.8 21.1 26.3 22.9 0
4. 入社後 3 〜 5 年 12.5 57.9 31.6 28.7 33.3
5. 入社後 5 年以上 12.5 15.8 15.8 30.4 0
表 10-2　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 現地（子）会社直属上司 43.8 15.0 5.6 7.5 0
2. 現地（子）会社人事部門 6.3 0 0 4.3 0
3. 現地（子）会社の特別委員会 12.5 0 0 1.7 0
4. 現地（子）会社社長 ･ 役員 37.5 85.0 89.9 81.5 100
5. 本社人事部 0 5.6 6.0 0
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ある（07 年 85.0％，15 年 89.9％）。2 回の調査で
変動はほとんどないが，強いて言えば本社人事部
が増加し（0％から 5.6％），現地子会社直属上司
が減少している（15.0％から 5.6％）。アジア 13
か国の平均も子会社の社長・役員が圧倒的である
（81.5％）。ベトナム企業は直属上司が 43.8％で最
も多く，社長・役員は 37.5％で 2 位である。韓国
系企業は 3 社とも子会社の社長・役員が決定者で
ある（表 10-2）。
　11-1.　 昇進させる職位（選択肢 4，全くないを
0 点，あまりないを 1 点，どちらかとい
うと多いを 2 点，非常に多いを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）
　昇進させる職位は，15 年調査も子会社部長ク
ラスが圧倒的（2.20）であることに 07 年調査か
ら変動はない。アジア 13 か国の平均も子会社部
長クラスが圧倒的である（2.26）。子会社役員ク
ラス，子会社社長，本社役員クラスに昇進させる
比率に変化はあまりない。ベトナム企業でもコア
人材を昇進させる職位は部長クラスまでの企業が
多い（2.36）。韓国系企業は 3 社中 2 社が役員に
昇進させる。残り 1 社は部長までである（表
11-1）。
　11-2.　 コア人材を必要とする職種（選択肢 6，
全く必要としないを 0 点，あまり必要
としないを 1 点，どちらかというと必
要とするを 2 点，非常に必要とするを 3
点とし，回答企業の平均をとった）
　必要とする職種の上位 3 つ（1 位生産・技術，
2 位財務・経理，3 位総務・人事）の順位は前回
調査と変化はない（15 年調査では同率 3 位で営
業が入る）。変動したのは 07 年調査では 6 位だっ
た営業が 0.50 点増加して 3 位となった。これは
15 年の調査対象企業の進出目的は現地市場が 1
位であるので，営業職を必要としているからだと
考えられる。アジア 13 か国の平均は，1 位は製
造業が多いため生産・技術（2.39）で，2 位が現
地当局との折衝が必要な財務・経理（2.18）であ
る。ベトナム企業は 1 位営業（2.75），2 位財務・
経理（2.44），3 位総務・人事（2.25）である。2
点以上はこの 3 つである。韓国系企業は 1 位財
務・ 経 理（2.50），2 位 営 業（2.33） で あ る（ 表
11-2）。
　12-1.　 コア人材育成の施策（選択肢 4，全く実
施していないを 0 点，あまり実施して
いないを 1 点，どちらかというと実施
しているを 2 点，大いに実施している
を 3 点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材育成の施策は，1 位の「本社へ出向さ
せ上位の職務を経験させる」でも 1.30 で，中位
数の 1.5 点を超えているものはない。今回の調査
でもコア人材育成策の実施率は高いとは言えない
と考えられる。アジア 13 か国の平均でも 1.5 点
を超えているものはなく，1 位の「コア人材を意
識したキャリア形成」でも 1.35 で，アジア 13 か
国のコア人材育成策の実施率も高いとは言えない。
表 11-1　コア人材を昇進させる職位
昇進させる職位 現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 国平均 韓国系
1. （子）会社部長クラス 2.36 2.05 2.20 2.26 0.67
2. （子）会社役員クラス 1.38 1.06 0.90 1.03 1.33
3. （子）会社社長 1.29 0.18 0.17 0.40 0
4. 本社役員クラス 0.92 0 0.06 0.13 0
表 11-2　コア人材を必要とする職種
職種 現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 営業 2.75 1.29 1.79 1.82 2.33
2. 総務・人事 2.25 2.26 1.79 1.94 1.00
3. 財務・経理 2.44 2.58 1.95 2.18 2.50
4. 開発・設計 1.94 1.95 1.74 1.68 1.67
5. 生産・技術 1.80 2.84 2.71 2.39 1.33
6. 法務・特許 1.69 1.47 1.26 1.22 1.00
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ベトナム企業は 1 位「コア人材を意識した能力開
発プログラム」1.87，2 位「コア人材を意識した
キャリア形成」1.69 で，ともに中位数を超えてお
り，日系企業よりもコア人材育成の施策の実施率
が高い。韓国系企業は 1 位「社外の研修機関（含
大学）への派遣」，2 位「コア人材を意識したキャ
リア形成」である（表 12-1）。
　12-2.　 キャリア形成パターン（図 1，選択肢 3，
「今まで」と「今後」で 1 つずつ回答）
　キャリア形成パターンは変わった。07 年調査
では，今まで 1 位だったパターン 2（一定年齢ま
でに一つの職務で専門性を身につけ，その分野の
プロフェッショナルを育成するキャリア）が，今
後は大幅に減り最も少なくなる（66.7％から
27.8％へ）。15 年調査では，今まで 1 位であった
パターン 2 が大幅に減ることは同様であるが，今
後もパターン 2 が最も多い（63.2％から 45.0％へ）。
アジア 13 か国の平均では，傾向は 07 年調査と同
様に，今まで 1 位だったパターン 2 が減少し，パ
ターン 1（一定年齢までに幅広い職務を経験し，
将来の中核となる人材を育成するキャリア）が今
後は最多となり，職務等級と関わるパターン 2 を
大きく減少させている企業が多い。ベトナム企業
は今までがパターン 1 とパターン 2 が最多であっ
表 12-1　コア人材の育成施策
育成施策 現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 社外の研修機関（含大
学）への派遣
1.19 1.55 1.25 1.07 1.67
2. 本社へ出向させ上位の
職務を経験させる
1.06 1.30 1.30 1.18 1.00
3. コア人材を意識した能
力開発プログラム
1.87 1.05 1.25 1.19 1.00
4. コ ア 人 材 を 意 識 し た
キャリア形成
1.69 1.90 1.28 1.35 1.50
図１　コア人材のキャリア形成のパターン
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表 12-2　コア人材のキャリア形成のパターン（％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
今までパターン 1 43.8 11.1 10.5 18.9 0
パターン 2 43.8 66.7 63.2 48.3 100
パターン 3 12.5 22.2 26.3 32.8 0
今後　パターン 1 56.3 38.9 30.0 38.2 66.7
パターン 2 43.8 27.8 45.0 27.5 33.3
パターン 3 0 33.3 25.0 34.3 0
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た（43.8％）が，今後はパターン 1 が最多となる
（56.3％）。また，パターン 3（一定年齢まで狭い
範囲の職務を経験し，企業内スペシャリストを育
成するキャリア）は 0 となる。韓国系企業は今後
はパターン 1 が最多となる（表 12-2）。
　13.　 コア人材を定着させるための施策（選択
11，全く有効でないを 0 点，あまり有効
でないを 1 点，どちらかというと有効で
あるを 2 点，非常に有効であるを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）
　定着施策で有効なものは，2 回の調査とも 1 位
が給与・賞与の反映幅の拡大，2 位が昇進・昇格
のスピードである。3 位以下は異なり，15 年調査
は 3 位能力開発機会の拡充，4 位裁量権の拡大で
ある（2 点以上はこの 4 つ）。裁量権の拡大が 6
位から 4 位に順位を上げ，逆に福利厚生の充実は
3 位から 6 位に順位を下げている。アジア 13 か
国の平均は 1 位給与・賞与の反映幅の拡大，2 位
昇進・昇格のスピード，3 位は同率で裁量権の拡
大と能力開発機会の拡充である。ベトナム企業は，
1 位は同率で能力開発の機会の拡充と表彰制度，
3 位福利厚生の充実で，日系企業とかなり異なっ
ている。韓国系企業は 1 位が給与・賞与の反映幅
の拡大，2 位が同率で能力開発機会の拡充，裁量
権の拡大，福利厚生の充実である（表 13）。
　14.　 コア人材制度の評価（選択肢 12，違うを
0 点，やや違うを 1 点，まあそうだを 2 点，
そのとおりを 3 点とし，回答企業の平均
をとった）
　選択肢の 1 番から 5 番はプラス評価に関するも
ので，6 番から 12 番はマイナス評価に関するも
のなので両者を分けて述べる。
　（1）プラス評価に関して
　15 年調査は 1 位が「能力があるものを魅きつ
けるシステムである」（2.37）で，2 位は「人材が
流動化する中で有効な人材育成のシステムであ
る」（2.18），3 位「限られた資源を有効に活用す
るシステムである」（2.11）で，2 点以上はこの 3
つである。07 年調査と順番は変わっているが，
項目は同じである。ベトナム企業は 5 項目すべて
表 13　コア人材を定着させる施策
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 給与・賞与の反映幅拡大 2.25 2.68 2.63 2.50 2.33
2. 昇進 ･ 昇格のスピード 2.00 2.44 2.30 2.26 1.67
3. 能力開発機会の拡充 2.44 2.11 2.11 1.99 2.00
4. 裁量権の拡大 1.81 1.83 2.10 1.99 2.00
5. 報奨金 ･ 奨励金制度 2.00 2.11 1.56 1.76 1.67
6. ストックオプション制度 1.69 1.29 1.00 0.71 0.33
7. 社内公募制 1.56 1.33 0.82 0.78 0.67
8. 表彰制度 2.44 1.89 1.89 1.57 1.33
9. 福利厚生の充実 2.31 2.16 1.78 1.71 2.00
10. その他 0 0 0 0 0
表 14-1　コア人材制度の評価　プラス評価
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 世の中の変化に対応できるシス
テムである
2.00 1.94 1.83 2.09 2.00
2. 限られた資源を有効に活用する
システムである
2.31 2.37 2.11 2.31 2.00
3. 人材が流動化する中で有効な人
材育成のシステムである
2.43 2.26 2.18 2.27 2.00
4. ホワイトカラーの選抜に有効な
システムである
2.07 1.89 1.65 1.90 1.67
5. 能力があるものを魅きつけるシ
ステムである
2.47 2.21 2.37 2.37 1.67
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で 2 点以上であり，コア人材制度への評価が高い
と思われる。韓国系企業も 2 点以上は 3 つである
（表 14-1）。
　（2）マイナス評価に関して　15 年調査の上位
は 1 位「コア人材の要件を満たす人材が少ない」
（2.50），2 位「コア人材の育成に費用や時間がか
かる」（2.20），3 位「選抜のための基準作りや評
価が難しい」（2.10）となった。2 点以上はこの 3
つで，07 年調査とは数値は変わっているが，順
番は変わっていない。ベトナム企業は 1 位の「コ
ア人材の要件を満たす人材が少ない」（2.06），を
除いて，2 点以上のものはなく，コア人材制度を
マイナスに評価していないようである。韓国系企
業は日系と同様 2 点以上は 3 つある（表 14-2）。
　15.　 コア人材制度という考え方の受け入れに
ついて（全く受け入れられないを 0 点，
あまり受け入れられないを 1 点，どちら
かというと受け入れられるを 2 点，大い
に受け入れられるを 3 点とし，回答企業
の平均をとった）
　（1）コア人材制度の受け入れについて，15 年
調査は 07 年調査と比べると 0.63 点も増加し，
2.24 となり，アジア 13 か国の平均 2.08 を上回っ
た。ベトナム企業はさらに大幅に高い2.47である。
韓国系企業はベトナム企業よりも高い 2.67 であ
る（表 15-1）。
　15 年調査企業のコア人材制度の受け入れにつ
いて設立年数別，ホワイトカラーの人数別，コア
人材の決定年数別にみると，
　（2）設立時期別では，11 年以上が 2.50，6 〜
10 年が 2.00，5 年以内は 2.27 である。設立期間
が長くなるほど受け入れ度が高くなるとほぼ言え
る（表 15-2）。
　（3）ホワイトカラーの人数別では，1 〜 9 人が
2.50，10 〜 19 人 が 2.50，20 〜 29 人 が 3.00，30
表 14-2　コア人材制度の評価　マイナス評価
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
6. 選抜のための基準作りや評価が
難しい
1.80 2.37 2.10 2.30 1.00
7. コア人材として選抜されたもの
への負担が大きい
1.63 1.71 1.17 1.45 2.33
8. コア人材の育成に費用や時間が
かかる
1.94 2.39 2.20 2.29 2.00
9. コア人材の要件を満たす人材が
少ない
2.06 2.72 2.50 2.40 1.33
10. コア人材以外の社員のモチ
ベーションが失われる
0.93 1.28 1.45 1.32 1.67
11. 人間関係がギクシャクする 1.63 1.32 1.28 1.16 2.33
表 15-1　コア人材制度の受け入れ度
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
2.47 1.61 2.24 2.08 2.67
表 15-2　コア人材制度の設立年数別受け入れ度
（ベトナム日系企業 15年調査）
進出時期 社数 受け入れ度
11 年以上 5 2.50
6 〜 10 年 3 2.00
5 年以内 12 2.27
表 15-3　コア人材制度のホワイトカラーの人数別受け
入れ度（ベトナム日系企業 15年調査）
ホワイトカラーの人数 社数 受け入れ度
1 〜 9 2 2.50
10 〜 19 5 2.50
20 〜 29 1 3.00
30 〜 49 4 2.00
50 〜 99 3 2.33
100 以上 5 2.20
表 15-4　コア人材制度の決定時期別受け入れ度
（ベトナム日系企業 15年調査）
社数 受け入れ度
入社時 １ 分からないとの回答
入社後 1 年以内 4 2.00
入社後 1 〜 3 年 5 2.40
入社後 3 〜 5 年 6 2.17
入社後 5 年以上 3 2.50
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〜 49 人が 2.00，50 〜 99 人が 2.33，100 人以上が
2.20 である。ホワイトカラーの人数が多くなるほ
ど受け入れ度が高くなるとは必ずしも言えない
（表 15-3）。
　（4）コア人材の決定年数別では，入社時は分か
らないとの回答のため数値化できず，入社後 1 年
以内 2.00，同 1 〜 3 年が 2.40，同 3 〜 5 年が 2.17，
同 5 年以上が 2.50 である。決定年数が早くなる
ほど受け入れ度が高くなる傾向があるとは必ずし
も言えない（表 15-4）。
　第 1 回目の調査と第 2 回目の調査を比較すると，
中国はベトナムと同様に設立年数が長くなるほど
受け入れ度が高くなった 12）。一方，インドでは
傾向的にはホワイトカラーの人数が多くなるほど，
また決定年数が早くなるほど受け入れ度が高く
なっている 13）。インドネシアはいずれの傾向も
特にない 14）。
3.　ヒアリング調査結果の概要
　ヒアリング調査は，事前に実施したアンケート
調査に協力してくれた企業群の中から抽出した 5
社を対象に 2015 年 9 月〜 10 月に実施した（図 2）。
実施した企業は地域別では，南部 2 社（ドンナイ
省 A 社，B 社）中部 1 社（ダナン C 社），北部 2
社（ハイフォン D 社，ハイズオン省 E 社）であ
る。ベトナム企業（F，G，H，I 社）はアンケー
トと同様にすべてホーチミン市所在である。韓国
系企業は，アンケート回答 3 社中 2 社（北部，バ
クニン省 J 社，ハノイ K 社）にヒアリングした。
1 社（ホーチミン L 社）は電子メールによる回答
である。
　1.　日系企業の業種は 5 社中 4 社が製造業
（80.0％，D 社を除く）で，機械関連製造業 2 社
（A，E 社），素材関連製造業（B 社），消費関連
製造業（C 社）である。アンケート調査の比率と
ほぼ同じである。D 社は卸売・小売業である。ベ
トナム企業の業種は 4 社中 2 社が製造業（50.0％，
機械関連製造業 F 社・消費関連製造業 H 社），情
報メディア業 G 社，金融・保険業 I 社である。
韓国系企業は，アンケートとヒアリング（電子
メールによるものを含む）企業は同一なため，ヒ
アリングの記述は省略する。
　2.　日系企業の現地子会社設立年は，6 〜 10 年
が 1 社（20.0％，A 社），5 年以内が 4 社（80.0％）
である。10 年以内の企業の比率は 100％でアン
ケート（75.0％）より高い。ベトナム企業の設立
年は 5 年以内と 6 〜 10 年が各 1 社，16 年以上前
が 2 社で，10 年以内と 11 年以上前が同率である。
　3.　現地子会社の企業形態は，5 社すべてが日
本側の単独出資である。単独出資の比率はアン
ケート（68.4％）よりも高い。ベトナム企業の企
業形態は，4 社中 3 社が私営株式会社，1 社が外
資系企業である（I 社）。
　4.　進出目的の 1 位は，安価な労働力が 3 社
（A，C，E 社），現地市場が 2 社（B，D 社）で，
アンケートと同様に計算すると，安価な労働力
（36.7％），現地市場と第三国への輸出が同率で
（23.3％），以下法的・税制等の優遇措置（13.3％），
逆輸入（3.3％）である。アンケートの結果より
も第三国への輸出の比率が高い。
　5.　現地（子）会社の企業規模，日系企業は A，
C 社を除く 3 社（60.0％）が 300 人未満でアン
ケート（55.6％）と同様に小規模な企業の比率が
高い。ホワイトカラーの人数は，1 〜 9 人が 1 社
（20.0％），10 〜 19 が 1 社（20.0％），40 〜 49 人
が 2 社（40.0％），100 人以上が 1 社（20.0％）で
あり，アンケートよりもホワイトカラーの人数が
図２　ベトナムの地図
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多い。ベトナム企業の企業規模は，300 人未満と
300 人以上が 2 社ずつである。ホワイトカラーの
人数は，1 社（G 社）を除いた 3 社が 100 人以上
でホワイトカラーの人数が多い。なお，G 社は従
業員数が 60 人で，全員ホワイトカラーである。
　ここからコア人材について，（1）コア人材のイ
メージと充足度，（2）採用方法と選抜要件，（3）
選抜の決定時期，（4）昇進させる職位と必要な職
種，（5）育成施策とキャリア形成パターンの変化，
（6）定着施策，（7）受け入れ度の順に見る。
　（1）コア人材のイメージ・充足度
　コア人材のイメージについては，日系企業は回
答のあった 3 社を見ると，外国語でコミュニケー
ションでき，クリーンな人材（A 社），幹部候補
生で日本人なしで会社を運営できる人（D 社），
マネージャーになれる人（E 社）と三様である。
ベトナム企業は管理職 3 社（F，H，I 社），技術
専門家 2 社（G，I 社）となっている。
　充足度は，日系企業はかなり不足 3 社，やや不
足 2 社で，アンケート（－1.22）と同様に計算す
ると－1.60 で，アンケートよりも不足感はかなり
強い。アジアの日系企業の中では充足度は低い方
である。ベトナム企業はかなり不足 1 社，やや不
足 3 社で，やはりアンケート（－1.21）と同様に
計算すると－1.25 で，アンケートとの差はあまり
ない。
　（2）採用方法・選抜要件
　採用方法は，日系企業は職業紹介機構を通じて
の採用が 4 社（C 社を除く），新聞・求人雑誌等
による採用とインターネットによる採用が各 2 社
（複数回答）である。職業紹介機構を通じての採
用が多いのはアンケートと同様である。職業紹介
機構を通じて採用している 4 社のうち 2 社は，入
社後すぐにコア人材としている（D 社は部長，E
社はリーダー候補として採用）。内部育成・内部
昇進に拘っていない。ベトナム企業は，インター
ネットによる採用 3 社，社員による紹介 2 社，関
連企業からの出向が 2 社，他社からのヘッドハン
ト 1 社（複数回答）である。
　選抜要件をアンケートと同様に計算すると，日
系企業は 1 位リーダーシップ（30.0％），2 位実行
力（23.3％），3 位 人 柄（16.7％），4 位 語 学 力
（13.3％），5 位将来性（10.0％）で，10％以上は
ここまでである。2 位まではアンケートと同じで
あり，アンケートよりも人柄を重視している。ベ
ト ナ ム 企 業 は 同 様 に 計 算 す る と，1 位 人 柄
（37.5％），2 位将来性（16.7％），3 位同率（12.5％）
でリーダーシップと語学力。10％以上はここま
でである。ベトナム企業もアンケート（17.7％）
よりも人柄を重視している。
　（3）コア人材選抜の決定時期について
　日系企業は，コア人材と見極めるのに 1 〜 3 年
が 2 社（40％，C，D 社），入社時 1 社（20％，E
社），入社後 1 年 1 社（20％，B 社），入社後 3 〜
5 年が 1 社（20％，A 社）である。3 年以内とい
う企業の比率（80.0％）はアンケート（52.7％）
より大幅に多い。ヒアリングした企業は早期選
抜・登用とは言えると思われる。ベトナム企業は
4 社とも決定時期は 1 〜 3 年で，日系企業よりも
さらに早期選抜・登用している。
　（4）コア人材を昇進させる職位と必要な職種
　昇進させる職位は，日系企業は子会社社長（E
社，ただし遠い将来），子会社役員（D 社），子会
社部長 3 社（A，B，C 社）である。アンケート
よりも子会社社長，子会社役員に昇進させる比率
が高い。子会社社長も可能としている E 社は，
他の国に進出している同社子会社で現地人社長が
生まれているので，遠い将来はベトナムでも子会
社社長は可能としている。
　必要な職種は，日系企業は生産・技術 5 社，営
業 3 社，総務・人事，財務・経理，開発・設計各
2 社である。アンケートと同様生産・技術が 1 位
であるが，アンケートより営業の必要度が高く
なった。ベトナム企業は営業と財務・経理が 4 社
すべて，総務・人事，生産・技術，開発・設計 3
社，法務・特許 2 社である。
　（5）コア人材としての育成施策とキャリア形成
のパターンについて
　日系企業は日本へ出向・研修に行くが 4 社（E
社を除く），コア人材を意識した能力開発プログ
ラムが 1 社（D 社），コア人材を意識したキャリ
ア形成が 1 社（E 社）である。ベトナム企業はコ
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ア人材を意識した能力開発プログラムとコア人材
を意識したキャリア形成の両方が 3 社，社内研修
が 1 社である。
　キャリア形成のパターンは，日系企業は，今後
は「一定年齢までに幅広い職務を経験し，将来の
中核となる人材を育成するキャリア」であるパ
ターン 1 が 2 社（C，E 社），「一定年齢までに狭
い範囲の職務を経験し，企業内スペシャリストを
育成するキャリア」であるパターン 3 が 2 社（A，
D 社），「一定年齢まで 1 つの職務で高度な専門性
を身につけ，その分野のプロフェッショナルを育
成するキャリア」であるパターン2が1社（B社）
である。B 社がパターン 2 をとる理由は，職務等
級制というよりは，業務が専門的なので良いとこ
ろを伸ばすためである。ベトナム企業は，プロ
フェッショナルを育成するキャリアであるパター
ン 2 が 2 社，幅広い職務を経験させるキャリアで
あるパターン 1 が 2 社と，2 社ずつに分かれた。
　（6）コア人材を定着させるために有効な施策は，
日系企業は，「給与・賞与の反映幅の拡大」が 5
社，「能力開発機会の拡充」と「裁量権の拡大」
が各 4 社，「昇進・昇格のスピード」が 3 社，「福
利厚生の充実」が 1 社である。「何をしても辞め
るものは辞めるのでこれというものはない」（C
社）という企業もある。ベトナム企業は，「能力
開発機会の拡充」が 2 社，「裁量権の拡大」，「表
彰制度」，「ストックオプション制度」，「金銭的な
ものと精神的なものの両方必要」各 1 社である。
　（7）コア人材制度については，日系企業は，大
いに受け入れられる 1 社（E 社），どちらかとい
うと受け入れられるは残りの 4 社である。アン
ケートと同様に計算すると，2.20 でアンケート
（2.24）とほぼ同じである。ベトナム企業は，大
いに受け入れられる 1 社（H 社），どちらかとい
うと受け入れられるは残りの 3 社である。アン
ケートと同様に計算すると，2.25 でアンケート
（2.47）よりも低かった。
4.　終 わ り に
　コア人材の育成にどのように取り組んでいるか
を 15 年調査について，07 年調査とベトナム企業
および韓国系企業との比較を中心に見てきたが，
（1）内部昇進・内部育成に関わる採用方法，（2）
早期選抜・登用に関わる決定時期，（3）経営者層
となれるかに関わる昇進させる職位，（4）職務等
級制度の採用と関わるキャリア形成のパターン，
（5）コア人材制度の受け入れ度について，アン
ケート調査とヒアリング調査を総合すると，以下
のとおりである。
　1.　内部昇進・内部育成に関わる採用方法につ
いて，日系企業は職業紹介機構による採用が多い
が，ヒアリングによれば，コア人材として採用し
ている企業もあり，内部育成・昇進に拘っていな
い。ベトナム企業は社員による紹介やインター
ネットによる採用が主であるが，一部にヘッドハ
ントや関連企業等からの転籍も見られ，やはり内
部育成・昇進に拘っていないようである。
　2.　早期選抜・登用に関わる決定時期について，
15 年調査は 07 年調査よりかなり早くなり，アジ
ア 10 か国平均よりも早い。この傾向は，ヒアリ
ングでも同様である。ベトナム企業および韓国系
企業は 15 年調査の日系企業よりもさらに早い選
抜・登用である。
　3.　経営者層となれるかに関わる昇進させる職
位について，コア人材が昇進できる職位も子会社
部長までが圧倒的なのは 07 年調査と変わらず，
日系企業ではあまり経営者層になれないという点
は変わっていない。しかし，子会社部長までが圧
倒的なのはベトナム企業も同様である。
　4.　キャリア形成のパターンについて，職務給
制度の採用と関わる 1 つの職務に限定するキャリ
アパターンを取る企業は減少するが，今後も 3 つ
のパターンの中で最も多い。ヒアリングによると，
パターン 2 をとる企業は，業務が専門的なので良
いところを伸ばすためで職務等級制のためではな
い。
　5.　コア人材制度の受け入れ度について，15 年
調査の日系企業は受け入れ度が大きく上昇し，2
点をかなり上回り，アジア 13 か国平均よりも高
くなった。中でも進出時期の早い企業の受け入れ
度が高い。ベトナム企業（および韓国系企業）の
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受け入れ度はもっと高いので，日系企業は設立年
数が長くなるにつれ，ベトナムでの状況に対する
理解が深まるためではないかと考えられる。
　在ベトナム日系企業の調査は鈴木岩行が行い，
ベトナム現地企業のヒアリング調査は，フン・
ディン・チョン氏の通訳のもと鈴木が行い，韓国
系企業の調査は黄八洙が行った。
　調査にご協力いただいた在ベトナム日系企業・
現地企業・韓国系企業の方々には大変お世話にな
りました。謹んで感謝を表します。
【注】
1） 「新興国ビジネス最前線」『ジェトロセンサー』2015 年 7 月号。
2） 国際協力銀行，2016 年。
3） 「特集　アジアの労務事情」『ジェトロセンサー』2017 年 7
月号。
4） 山田奈緒子「国際人的管理」『理論とケースで学ぶ国際ビジ
ネス』三訂版，同文舘，10 章，2012 年。
5） 古沢昌之「グローバル企業の人的資源管理」『新グローバル
経営論』白桃書房，10 章，2007 年。10 年後の現在も「日
系企業には，ガラスの天井がある（一定以上の役職には就
けない）と思われて」（前掲，「新興国ビジネス最前線」）お
り，日系企業側も人的資源管理に課題があることを自覚し
ており，「グローバルに最優秀な人材を引き付けられる魅力
ある処遇体系に」することが，重要度と達成度のギャップ
が大きい要件の 3 位となっている（一條和生・野村総合研
究所グローバルマネジメント研究チーム編著『グローバ
ル・ビジネス・マネジメント―経営進化に向けた日本企業
への処方箋』中央経済社）。
6） 笠原民子「日本企業における経営現地化の諸課題―HRM
システム改革の重要性―」『アジア経営研究』No. 19，2013 年。
7） 鈴木岩行「アジアにおける日系企業の人的資源管理」『アジ
ア経営研究』No. 7，2001 年。
8） 鈴木岩行が『和光経済』に執筆した一連の論文を参照のこ
と。中国，インド，インドネシア，ベトナムで 2 回調査を
行った。
9） コア人材制度の受け入れ度が 2 点を下回る国は，中国（第
1 回調査），韓国，インドネシア，ベトナム，ミャンマーの
5 か国である。
10） ベトナム現地企業のアンケート調査は，フン・ディン・チョ
ン氏（和光大学非常勤講師）に委託して行った。ヒアリン
グ調査は，同氏の通訳の下，鈴木が行った。
11） 2014 年から 16 年までの 3 年間，ベトナムへの投資第 1 位
は韓国であった（「ベトナム経済サムスン頼み　4 〜 6 月
GDP6％増加」『日本経済新聞』2017 年 6 月 30 日）。2014 年
のベトナムへの調節投資額（新規投資，認可ベース）の
国・地域別シェアは，韓国 38.1％，香港 17.1％，シンガポー
ル 14.1％，日本 8.1％の順で，韓国が 2 位以下を大きく引き
離して 1 位を記録した（百本和博『韓国経済の基礎知識　
第 2 版』ジェトロ，2015 年，162 頁）。2017 年 1 〜 6 月の
投資第 1 位は日本である。（「ベトナム　双子の赤字，株の
懸念材料」『日本経済新聞』2017 年 7 月 12 日夕刊）。
12） 第 1 回目の調査と第 2 回目を比較すると，コア人材制度の
受け入れ度は，中国で 1.90 から 2.49 へ 0.59 点，ベトナムで
1.61 から 2.24 へ 0.63 点大幅に上昇している。（鈴木岩行「中
国における日系企業のコア人材育成―2002 年調査との比較
を中心に」『和光経済』第 45 巻第 3 号，2013 年）。
13） 鈴木岩行「インドにおける日系企業のコア人材育成」『和光
経済』第 49 巻第 2 号，2016 年。
14） 鈴木岩行「インドネシアにおける日系企業のコア人材育成」
『和光経済』第 49 巻第 3 号，2017 年。
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事例1　機械関連製造業A社（ドンナイ省ロ
ンタン工業団地，ホーチミン郊外）
1.　会 社 概 要
業　　種：医療用精密機械の製造
設立年月：2008 年 10 月
進出目的：第 1 位安価な労働力，第 2 位第三国へ
の輸出，第 3 位法的・税制等の優遇措置
同社はベトナムでほとんど行われていない精密医
療機器を製造。
企業形態：日本側の単独出資。
現地従業員数：2500 人（内ホワイトカラー 200
人）
管理職数：30 人（内日本人 20 人，ベトナム人の
最高位は主任）
役 員 数：1 人（日本人社長）
　日本人人事担当部長にヒアリングを行った。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材のイメージは外国語（英語か日本語）
でコミュニケーションでき，クリーンな人材であ
る。コア人材はかなり不足していると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　マネージャーは新聞・求人雑誌等と職業紹介機
構により採用を行っている。他社からのヘッドハ
ントも行っているが，日本語のできる人材の場合
他の日系企業から取ることになってしまう。
　コア人材の選抜要件として，第一にリーダー
シップ，第二に実行力，第三に語学力（英語か日
本語）である。ベトナム人は自分のことに一生懸
命で，部下の面倒を見る人は少ない。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
社長・工場長が行う。決定までの期間は，入社後
3 〜 5 年である。中途採用を含めて入社後 3 年で
パフォーマンスを示せない人は見込みがない。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策としては，日本本社の仕事
のやり方を理解させるために，日本本社へ 1 年に
3 〜 5 人派遣している。
　コア人材のキャリア形成としては，これまでも
今後も一定年齢まで狭い範囲の職務を経験させ企
業内スペシャリストを育成する方法である。製造
から品質管理への配置転換は可能だが，製造から
購買は難しい。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　子会社部長が出るまでに 5 年はかかると考えて
いる。
現在品質維持を日本からの駐在員が担当している
が，将来的にはベトナム人に担ってほしいので，
コア人材には生産・技術職が，さらには開発・設
計も非常に必要になろう。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大，昇進・昇格のスピード，能力開発機会
の拡充，裁量権の拡大，福利厚生の充実が非常に
有効である。ベトナム人は子分を増やしたがるの
で，最も望むのは裁量権の拡大である。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，育成に費用や時間がかかるが，
ホワイトカラーの選抜に有効なシステムであるた
めどちらかというと受け入れられる。しかし，一
部の優秀な者だけでは全社的には機能しないので，
底辺から底上げできるような社内の態勢が必要で
ある。
資料　ヒアリング調査の記録　ベトナムにおける日系企業
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事例2　素材関連製造業B社（ドンナイ省ロ
ンタン工業団地，ホーチミン郊外）
1.　会 社 概 要
業　　種：アセチレンガス製造・販売業
設立年月：2014 年 10 月
進出目的：第 1 位現地市場，第 2 位第三国への輸
出，第 3 位逆輸入
ベトナムは ASEAN の中で地理的に中間にあり，
勤勉な国民性で仏教国であることと，日本の商社
が開発した工業団地だったので進出した（価格は
一般の工業団地の倍額であるが）。
企業形態：単独出資
現地従業員数：16 人（内ホワイトカラー 9 人）
管理職数：0（まだ設立 1 年のため管理職はいな
い，日本人が出向して担当）
役 員 数：1 人（日本人）
　同社社長にヒアリングした。 
2.　コア人材の充足度
　ベトナムでは，大学で化学を教えていないので，
ガスの専門人材がいない。コア人材はやや不足し
ていると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，職業紹介機構を通じてとインター
ネットにより採用している。面接を重視している。
解雇できないため，2 か月間の試用期間で見極め，
1 年契約で良ければ更新する。
　コア人材の選抜要件は，第一に将来性，第二に
人柄，第三に実行力である。
　コア人材を最終的に決定するのは子会社の社長
であり，決定する時期は入社後 1 年以内である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，テーマを与え日本
へ送って実地研修させている。
　コア人材のキャリア形成は，業務が専門的なの
で良いところを伸ばすため，一定年齢まで 1 つの
職務で高度な専門性を身につけ，その分野のプロ
フェッショナルを育成する方法である。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材の昇進は，将来的には業務をベトナム
人に任せたいので，子会社部長クラスまでは可能
である。経営者になりたがる男性は多くないので，
子会社役員以上は考えられない。
　 コ ア 人 材 の 職 種 と し て は， 技 術 営 業 職 と
ASEAN 市場用の接着剤を生産する必要があるの
で，生産・技術職で非常に必要である。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，能力開発の機会の
拡充，裁量権の拡大がコア人材の定着に非常に有
効である。中でも給与・賞与の反映幅の拡大が最
も有効であると考えている。向学心があり，特に
語学に熱心である。日本語と英語の社内ライセン
ス制度があり，合格すると手当を出している。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材の要件を満たす人材
は少ないが，世の中の変化に対応できるシステム
であり，能力があるものを魅きつけるシステムで
あるため，どちらかというと受け入れられると考
えている。自分のキャリアを伸ばすことには意欲
的だが，他人との競争意欲は低く，コア人材制度
を実際に導入するのはまだ先のことと思われる。
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事例3　消費関連製造業C社（ベトナム中部
ダナンの工業団地）
1.　会 社 概 要
業　　種：消費関連製造業
設立年月：2010 年 11 月
企業形態：単独出資
進出目的：1 位安価な労働力。2 位第三国への輸
出，3 位現地市場。
日本では同社は繊維副資材の商社で，ASEAN の
将来性を見越して，ベトナム進出を決断した。ダ
ナンは人件費がホーチミンやハノイと比べて安く，
ミャンマーまで伸びる ASEAN 東西回廊の起点
であり，港もあるので進出を決めた（数量の関係
で費用はダナン港の方がホーチミン港より高い）。
自社単独では進出が難しい労働集約型中小繊維副
資材メーカー 6 社が同社を頼って当工業団地に進
出している。
現地従業員数：340 人（内ホワイトカラー 40 人）
管理職数：3 人（日本人 3 人）
役 員 数：1 人（日本人社長） 
　日本人社長にヒアリングした。
2.　コア人材の充足度
　コア人材はかなり不足と感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，新聞・求人雑誌等とインターネッ
トにより採用している。
　コア人材の選抜要件は，第一に実行力，第二に
リーダーシップ，第三に社内外での過去の実績で
ある。
　コア人材を決定する時期は入社後 1 〜 3 年であ
る。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，日本本社へ出向さ
せ上位の職務を経験させる方法を取っている。
　コア人材のキャリア形成は，今までは一定年齢
まで 1 つの職場で専門性を身につけるプロフェッ
ショナルを育成する方法であったが，今後は幅広
い職務を経験し，中核となる人材を育成する方法
にする。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材の昇進は現地子会社の部長までと考え
ている。
　営業職，開発・設計職，生産・技術職がコア人
材の職種として非常に必要である。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大と昇進・昇格のス
ピード，能力開発の拡充，裁量権の拡大，表彰制
度等がコア人材の定着に非常に有効であると考え
ているが，何をしても辞めるものは辞めるのでこ
れというものはない。日本へ研修に行かせた者全
員が辞めてしまったほどベトナム人はドライであ
る。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材の要件を満たす人材
が少ないが，世の中の変化に対応でき，ホワイト
カラーの選抜に有効なシステムであるので，どち
らかというと受け入れられると思われる。一見よ
さそうなベトナム人を信じて騙されることがあり，
現実と聞いていた話が大きく異なると感じている
中小企業がある。
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事例4　卸売・小売業D社（ベトナム北部ハ
イフォン市シンガポール工業団地）
1.　会 社 概 要
業　　種：鋼材加工・販売
設立年月：2013 年 5 月
進出目的：第 1 位現地市場，第 2 位安価な労働力，
第 3 位法的・税制等の優遇措置
同社は鋼材を加工し，需要者に販売している。鋼
材加工は需要者のあるところに立地するが，ベト
ナムは南北で市場が異なるため，北部のハイフォ
ンに設立した。シンガポールが建設した工業団地
に入居しているが，日系の工業団地より劣ると感
じている。
企業形態：日本側単独出資
現地従業員数：44 人（内ホワイトカラー 12 人）
管理職数：11 人（内日本人 2 人）
役 員 数：4 人（内日本人 4 人）
　日本人社長にヒアリングを行った。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材のイメージは，幹部候補生である。現
在はまだ実質的に日本人が運営しているが，将来
的には日本人無しで運営し，経営者層の一員にな
れる人である。コア人材はかなり不足していると
感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　職業紹介機構を通じて採用している。2 人いる
ベトナム人 GM（部長）も職業紹介機構を通じて
採用した。
　コア人材の選抜要件として，第一に人柄，第二
にリーダーシップ，第三に実行力である。人柄は
価値観を共有し，一緒に働けるかどうかである。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
社長が決める。決定までの期間は，入社後 1 〜 3
年である。GM など主要なポストは最初から GM
として採用している。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策としては，コア人材を意識
した能力開発プログラムと日本本社へ出向させ上
位の職務を経験させる施策を実施している。本社
主導の ASEAN エリア 18 拠点の現地人従業員を
集めた研修会に参加させ，本社の価値観の共有と
情報交換を行っている。また，経理職なら社外の
会計セミナーに参加させている。
　コア人材のキャリア形成は，工場部門は一つの
業務だけでなく，一定年齢までに狭い範囲の職務
を経験し，企業内スペシャリストを育成する方法
である。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　現地子会社部長にはすでに昇進しているので，
コア人材を昇進させる職位として将来的（4 〜 5
年後）には現地子会社役員クラスまで可能である。
　コア人材として営業職，総務・人事職，財務・
経理職，生産・技術職が必要である。中でも素材
産業は営業力が重要なので営業職が非常に必要で
ある。しかし，ベトナムでは日本と価値観が違う
のか，営業職の人気は低い。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大，能力開発機会の拡充，裁量権の拡大が
有効である。ある程度までは給与・賞与の反映幅
の拡大が有効だが，それ以降は能力開発機会の拡
充，裁量権の拡大が有効と思われる。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，要件を満たす人材が少ないが，
限られた資源を有効に活用し，人材が流動化する
中で有効な人材育成のシステムであるので，どち
らかというと受け入れられると考えている。ハイ
フォンは高校卒業後ハノイの大学に入学し，そこ
で就職するため，人材が乏しく，外資系企業で取
り合いになっている。　 
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事例5　機械関連製造業 E社（ハイズオン省
タントルオン工業団地，北部ハノイ
とハイフォンのほぼ中間）
1.　会 社 概 要
業　　種：工業用ミシンの製造
設立年月：2013 年 4 月
進出目的：1 位安価な労働力，2 位法的・税制等
の優遇措置，3 位第三国への輸出。
中国・西安の人件費が高騰したため，一部の業務
を西安から移転。当地の人件費は西安の 3 分の 1。
工業用ミシンは関税優遇業種である。
企業形態：日本側単独出資。
現地従業員数：280 人（内ホワイトカラー 40 人）
管理職数：7 人（内日本人 4 人，部長は日本人，
ベトナム人はまだ課長クラス）
役 員 数：1 人（日本人 1 人，社長）
　日本人社長にヒアリングを行った。同氏は西安
子会社社長を務めていた。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材のイメージはマネージャーになれる人
である。コア人材はやや不足と感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，職業紹介機構を通じて採用
している。
　コア人材の選抜要件は，第一に語学力（社内用
語が日本語のため），第二にリーダーシップ，第
三に学歴である。優秀なベトナム人は経歴どおり
であると感じている。
　コア人材となるかは，現地子会社の部長が推薦
し，現地子会社の社長が最終的に決める。決定は
入社時である。リーダー候補者として採用する。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策は，コア人材を意識した
キャリア形成として 2 日間のマネージャー研修を
行っている。
　キャリアの形成は，これまでは狭い範囲の職務
を経験する企業内スペシャリストであったが，今
後は幅広い職務を経験し中核となる人材を育成す
る方法をとる。ベトナム人従業員は日本のやり方
を尊重しているので，幅広い職務を経験させても
不満は出ない。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　昇進については，設立後 2 年半現在では子会社
部長までしか考えられない。しかし，中国子会社
では中国人が社長となっているので，遠い将来は
ベトナム子会社でも社長の可能性もある。
　コア人材として，製造業なので生産・技術職は
当然としてその他に，ベトナム人でなければ難し
い総務・人事職，財務・経理職も非常に必要であ
る。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大と昇進・昇格のスピードが非常に有効で
ある。日本人に認められると満足感があるようだ。
また，福利厚生も有効で，会社主催でクリスマス，
旧正月のパーティー，誕生日のプレゼント，サッ
カー大会の寄付などを行っている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材の要件を満たす人材
が少ないが，能力があるものを魅きつけるシステ
ムであるので，大いに受け入れられると理解して
いる。
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事例1　機械関連製造業 F社
1.　会 社 概 要
業　　種：農業機械・発電機等製造
設立年月：2001 年 3 月
企業形態：私営株式会社（100％ベトナム資本）
従業員数：250 人（内ホワイトカラー 100 人）
　同社の株式は，社長とその知り合いが保有して
いる。同族会社ではないが，株式は公開していな
い。
　同社の組織は，社長―部長―課長―チームリー
ダーである。
　人事部長にヒアリングした。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材には 2 つのイメージを持っている。1
つは現在のチームリーダー以上の管理職である。
もう 1 つは管理職が欠けた場合，その仕事を代行
できる人である。コア人材はかなり不足している
と感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，インターネットによる採用と社員
による紹介が多い。両方とも応募してきた人に
チームリーダーと人事部長が面接し，良ければ社
長に報告する。人事部長は社員による紹介の方が
信頼できるため，優先したいが，人数的には社員
による紹介は 10％ほどである。
　コア人材の選抜要件は，第一に人柄，第二に将
来性，第三に洞察力である。人柄は，交渉力・販
売能力に自信を持っているかということと，販売
などで相手側からリベートを得たときにポケット
に入れないことなどである。
　コア人材は直属上司のチームリーダーが推薦し
て決定する。推薦前に社長に意見を聞くが，社長
は権限を委譲しておりノーと言われることは基本
的にない。コア人材になれるかどうかは一般的に
は入社後 1 〜 3 年でわかる。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　育成施策はコア人材を意識した能力開発プログ
ラムとキャリア形成である。コア人材を意識した
能力開発プログラムは人事部で作り，社長のオー
ケーをもらう。コア人材を意識したキャリア形成
として，能力開発プログラムに基づき支店で勤務
させ，プログラム終了時にチェックしている。
　キャリア形成パターンは，1 つの職務で高度な
専門性を身につけ，プロフェッショナルを育成す
る方法である。ある職種で人材が不足した場合は，
他の職種の人を持ってくる。人事部長もカスタ
マーサービスを経験したことがある。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材として誰でも社長への昇進のチャンス
がある。チームリーダーは社長から仕事を任せら
れているため，営業，総務・人事，財務・経理，
開発・設計，生産・技術，法務・特許すべての職
務でコア人材が非常に必要である。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着には能力開発の機会の拡充が最
も有効である。コア人材の定着にはモチベーショ
ンが必要と考えている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，選抜のための基準作りや評価
が難しいが，能力のある人を魅きつける人材育成
のシステムであるため，どちらかというと受け入
れられると考えている。
資料　ヒアリング調査の記録　ベトナムにおける現地企業（すべてホーチミン）
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事例2　情報・メディア業G社
1.　会 社 概 要
業　　種：ソフトウェア開発業
設立年月：2011 年 4 月
企業形態：私営株式会社（100％ベトナム資本）
従業員数：60 人（全員ホワイトカラー，内訳は
ソフトウェア開発 48 人，営業 8 人，総務・人事
4 人）
　社長の他に友人 4 人が出資。社長が 49％を出
資している。上場はしていない。
　社長にヒアリングをした。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材には 2 つのイメージを持っている。1
つは入社当初から仕事のできる人である。もう 1
つは会社にない新しい技術を持っている人である。
コア人材はやや不足していると考えている。
3.　コア人材の採用・選抜・決定
　コア人材は，他社からのヘッドハント，関連企
業等からの出向・転籍，社員による紹介，イン
ターネットにより採用することが多い。
　同社は顧客に外国企業が多いため，海外の仕事
との時間調整が必要なことから，出社せず自宅
（ホームオフィス）で仕事をしても構わない。こ
れらのことからコア人材の選抜要件は，第一に語
学力，第二に人柄，第三が問題解決力である。
　コア人材を最終的に決定するのは，社長・担当
部長・人事部長を含めた特別委員会である。
　コア人材を最終的に決定する時期は，入社後 1
〜 3 年である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　育成施策はコア人材を意識した能力開発プログ
ラムとコア人材を意識したキャリア形成である。
従業員の 8 割はソフトウェア開発者なので，ソフ
トウェア開発を例にとると，全体のソリューショ
ンを考えるのはプロダクトマネジャーで，プロ
ジェクト管理者は自分でソフトウェアを開発しな
ければならないため，それに必要な能力開発プロ
グラムがある。実際のソフトウェア開発者はその
ための勉強が必要で，研修もある。
　コア人材のキャリア形成の方法は，1 つの職務
で高度な専門性を身につけ，プロフェッショナル
を育成する方法である。ソフトウェア開発には専
門性が重要だと考えている。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材は部長，支社長はもちろん，業績を上
げれば役員クラスまで昇進可能である。
　コア人材の職種としては，開発・設計，営業，
財務・経理で非常に必要としている。支社長には
ビジネスアナリスト出身のフランス人やソフト
ウェア開発者がいる。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策として株式の一部譲渡制度と
表彰制度が非常に有効である。株式が一部譲渡さ
れると給与に上乗せされる。また，ベトナムでは
業績を上げたものを褒め，賞を与える文化がある
ので，表彰制度が定着に非常に有効であると考え
ている
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，要件を満たす人材が少ないこ
と等はあるが，限られた資源を有効に活用するシ
ステムであり，どちらかというと受け入れられる
としている。
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事例3　消費関連製造業H社
1.　会 社 概 要
業　　種：飼料・バイオ医薬品製造業
設立年月：2013 年 3 月
企業形態：株式会社（100％ベトナム資本）。社
長が株式を保有しているが，同族会社ではない。
株式は上場していない。
従業員数：300 人（内ホワイトカラー 100 人）。
　ヒアリングは人事担当の女性副社長（取締役で
はない）に対して行った。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材は管理者と理解している。
　コア人材はやや不足していると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜・決定
　コア人材の採用は，関連企業等からの出向・転
籍が非常に多い。同副社長も転籍である。
　コア人材の選抜要件は，第一に人柄，第二に実
行力，第三に専門性である。第一の要件の人柄は
まじめで責任感が強いことである。コア人材には
能力だけでなく，道徳心も重要である。
　コア人材の最終決定は，直属上司と人事部門が
相談して決める。コア人材として最終決定する期
間は入社後 1 〜 3 年である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策は，社外の研修機関への派
遣や他社へ出向させ上位の職務を経験させること
を行っている。
　キャリア形成の方法は，幅広い職務を経験させ
る方法を取っている。会社全体を理解するには，
幅広い職務を経験する必要があると考えている。
社員には複数の業務を経験させることにしている。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材の昇進の可能性としては，部長・工場
長クラスはかなりあるが，役員クラス以上は全く
ないと考えている。
　コア人材は，営業，総務・人事，財務・経理，
生産・技術，品質管理，商品開発で非常に必要と
している。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，金銭的なもの（給
与・賞与の反映幅の拡大，ストックオプション制
度）と精神的なもの（能力開発機会の拡充，表彰
制度，福利厚生の充実）両方とも有効であると考
えている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材として選抜されたも
のへの負担が大きいが，能力があるものを魅きつ
けるシステムであるため，大いに受け入れられる。
ベトナムの将来の発展のためには人材が必要であ
る。今までベトナムにはコア人材という考えがな
かった。今後はコア人材への投資が必要であると
考えている。
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事例4　金融・保険業 I 社
1.　会 社 概 要
業　　種：保険業
設立年月：2007 年 9 月
企業形態：私営株式会社（100％外資）
従業員数：520 人（全員ホワイトカラー）
　同社は世界中に支店を持つ金融会社である。女
性人事部長に対してヒアリングを行った。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材とは，管理職または技術の専門家と理
解している。同社ではコア人材はやや不足してい
ると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜・決定
　コア人材は，インターネットで応募した人にマ
ネジャーと人事部が面接して採用することが多い。
　コア人材の選抜要件は，部下をどのようにリー
ドするかが重要なので，第一にリーダーシップで
ある。第二に将来性，第三に人柄である。
　コア人材の決定は在籍部署の直属の上司の推薦
による。決定時期は入社後 1 〜 3 年である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　育成施策はコア人材を意識した能力開発プログ
ラムとコア人材を意識したキャリア形成である。
能力開発プログラムとしてトレーニングコースは
あるが，世界共通ではなく，ベトナム支社独自の
ものである。
　コア人材となる人のキャリア形成パターンは，
幅広い職務を経験させる方法である。管理職には
様々な経験が必要であると考えている。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材の昇進可能性は，部長・支社長クラス
は非常に多い。役員クラス以上に昇格するのは難
しい。
　職種はすべて，コア人材を非常に必要としてい
る。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策として，能力開発の機会の拡
充と裁量権の拡大が非常に有効である。若い人材
は将来のために勉強したいと思っており，優秀な
人は自由な仕事をしたいと考えているからである。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材の研修期間中は仕事をしないため，育
成に費用や時間がかかるが，コア人材制度は世の
中の変化に対応できるシステムであるので，どち
らかというと受け入れられるとしている。同社で
コア人材のうち研修を受けているのは 20 〜 30％
で女性の方が多い。
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事例1　機械関連製造業J社（バクニン省）
1.　会 社 概 要
業　　種：携帯電話設備製造
設立年月：2009 年 7 月
進出目的：第 1 位本社等関連企業との関係，第 2
位安価な労働力，第 3 位現地市場
企業形態：単独出資
従業員数：80 人（内ホワイトカラー 10 人）
役 員 数：1 人（韓国人）
　韓国人社長にヒアリングした。
2.　コア人材の充足度
　設計部門の専門技術者がやや不足，その他は充
足している。
3.　コア人材の採用・選抜
　インターネットを通じた採用が非常に多い。
　選抜要件は，第一に専門性，第二にリーダー
シップ，第三に学歴である。
　コア人材の最終決定者は，現地会社の社長・役
員である。決定時期は入社後 3 〜 5 年である。入
社後 3 年ほどたつと，業務を任せられると考えて
いる。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成は，社外の専門セミナー（会計，
コンピューター・プログラム）への派遣，商品見
本市への参加などを通じて行っている。
　コア人材のキャリア形成について，現在は一定
年齢まで 1 つの職務で高度な専門性を身につけ，
その分野のプロフェッショナルを育成するキャリ
ア形成パターンである。しかし，現地会社を担っ
ていく人材を育てていくために，今後は一定年齢
までに幅広い職務を経験し，将来の中核となる人
材を育成するパターンにしたいと考えている。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　現在現地人部長が 1 人おり，将来役員クラスへ
の昇進を考えている。
　コア人材の職種として，営業職と生産・技術職
が非常に必要である。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，能力開発機会の拡
充，裁量権の拡大，報奨金・奨励金などが有効で
ある。昇進・昇格のスピードは，本人が負担感を
持つ傾向があり，あまり有効でないと考えている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は大いに受け入れられる。コア人
材の育成には言語の問題や教育機関の不足を感じ
ている。
資料　ヒアリング調査の記録　ベトナムにおける韓国系企業
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事例2　サービス業K社（ハノイ）
1.　会 社 概 要
業　　種：自動車整備業
設立年月：2013 年 6 月
進出目的：第 1 位安価な労働力，第 2 位法的・税
制等の優遇措置，第 3 位現地市場
企業形態：単独出資
従業員数：5 人（内ホワイトカラー 1 人）
役 員 数：1 人（韓国人）
韓国人社長にヒアリングした。韓国に拠点がなく，
現地法人がすべての権限を有している。
2.　コア人材の充足度
　経理の専門人材が不足しており，管理部門のス
タッフもやや不足している。
3.　コア人材の採用・選抜
　インターネットを通じた採用が非常に多く，職
業紹介機構を通じた採用もしている。
　コア人材の選抜要件は，第一に専門性，第二に
語学力（英語），第三にリーダーシップである。
　コア人材の最終決定者は，現地会社の社長・役
員である。決定時期は，入社後 1 年以内である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成は，技術者を韓国の自動車整備
会社へ派遣し，研修を実施した。
　コア人材のキャリア形成について，現在は一定
年齢まで 1 つの職務で高度な専門性を身につけ，
その分野のプロフェッショナルを育成するキャリ
ア形成パターンである。今後は一定年齢までに幅
広い職務を経験させ，将来の中核となる人材を育
成するパターンにしたいと考えている。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　現地コア人材の昇進は，将来的には部長クラス
まで考えている。
　コア人材の職種として，財務・経理職が非常に
必要で，営業職も必要である。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，昇進・昇格のス
ピード，能力開発機会の拡充，裁量権の拡大，福
利厚生の充実などが有効である。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は世の中の変化に対応できるシス
テムであるので，どちらかというと受け入れられ
る。
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事例3　消費関連製造業 L社（ホーチミン）
1.　会 社 概 要
業　　種：印刷業
設立年月：2005 年 1 月
進出目的：第 1 位第三国への輸出，第 2 位本社等
関連企業との関係，第 3 位現地市場
企業形態：単独出資
従業員数：18 人（内ホワイトカラー 3 人）
役 員 数：1 人（韓国人）
　韓国人社長から E メールで回答をもらった。
韓国には 1 人体制の事務所があるだけで，経営拠
点は現地であるので，ほとんどの権限は現地にあ
る。
2.　コア人材の充足度
　役員クラス・管理部門のスタッフ・専門家がや
や不足であるが，その他は充足していると感じて
いる。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，現地の職業紹介機構を通じ
た採用が非常に多く，インターネットによる採用
も比較的多い。新規大卒の定期採用や新聞・求人
雑誌による採用はあまりない。
　コア人材の選抜要件は，第一に語学力（英語），
第二にリーダーシップ，第三に専門性である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成は，コア人材を意識した能力開
発プログラムや同キャリア形成を実施している。
　コア人材のキャリア形成パターンは，これまで
も今後も一定年齢まで 1 つの職務で高度な専門性
を身につけ，その分野のプロフェッショナルを育
成する方法である。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　現地コア人材の昇進について，将来は役員クラ
スまで考えている。
　コア人材に必要な職種は，営業職，開発・設計
職，生産・技術職が比較的必要である。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，報奨金・奨励金制
度が非常に有効であり，昇進・昇格のスピード，
能力開発機会の拡充，裁量権の拡大，社内公募制，
表彰制度，福利厚生の充実等も有効である。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は大いに受け入れられる。ベトナ
ムは法令の施行が曖昧なところがあり，ビジネス
は現地での経験や実務の過程で柔軟に対応してい
く必要がある。
（2017 年 7 月 21 日　受稿）2017 年 10 月 20 日　受理
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